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研究成果の概要（和文）： 

 公的年金、生活保護、児童手当といった社会保障制度と税制について、実証分析とシミ
ュレーション分析を行い、多くの専門論文と書籍を成果として残すことができた。また、
専門論文のみならず、新聞記事にも寄稿することで、研究成果を社会的に開示することが
できた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 I published many papers and some books analyzing tax and social security system 
like public pension, livelihood assistance allowance and child allowance using 
empirical or simulation analysis. Also, I was able to write the newspaper articles in 
order to make people know the results of my research. 
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１．研究開始当初の背景 

 日本財政は厳しい状態が続いており、なか
でも社会保障費の増大が問題になっていた。
この問題に向き合うのが、社会保障・税一体
改革であるが、税制と社会保障が経済に及ぼ
す影響が広く、その望ましい姿を示すことは
容易ではない。しかし、何らかの経済分析に
より、望ましい政策のあり方を模索すること
は、学問的にも政策的にも必要不可欠であっ
た。 

 

２．研究の目的 

 一言に社会保障制度といっても、対象は幅
広い。税制との関連性を考えたとき、現金給
付の社会保障制度が、一体改革のなかで議論
すべき制度となってくる。現金給付の仕組み
をもつ社会保障制度には、児童手当、生活保
護、公的年金がある。 

 税制と社会保障制度には、経済主体である
家計と企業に多くの影響を与える。特に分配
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面と経済厚生への影響については、経済分析
によって計測することが不可欠であり、それ
によって望ましい社会保障・税一体改革のあ
り方が見えてくる。本研究の目的は、数量的
アプローチで税・社会保障を分析し、政策の
あり方を評価することにある。 

 

３．研究の方法 

 財政および社会保障、さらには家計のデー
タにもとづく実証分析に加えて、経済モデル
に対してパラメータを与えるシミュレーシ
ョン分析によって数量的アプローチにもと
づく研究を実施した。また、特に租税支出レ
ポートについては、海外の実態について調査
し、日本財政への適用の可能性について考察
した。以上のような数量的な接近法によって、
日本の税制および社会保障制度の現状の評
価と改革の在り方について検討した。 
 
1． 研究成果 
(1)負の所得税の制度設計の方法にもとづく
導入費用を推計した。『全国消費実態調査』
の家計の所得分布関数を推計し、低所得世帯
を含む所得分布を再現した。得られた仮想的
な所得分布のもとで、負の所得税の導入をモ
デルに適用し、再分配後所得がどのように変
化するかを検討した。分析結果によれば、制
度設計によっては、負の所得税の導入には、
巨額の資金が導入費用として必要になるこ
とを指摘した（下記の上図）。公平性を重視
して再分配効果が高くすれば、限界税率は低
くなる（下記の下図）。 

 
(2)個別間接税の所得階級別の家計負担を推
計し、個別間接税と消費税の負担を評価した。
消費税と個別間接税は、税収規模で言えばほ

とんど変わらない。消費税については逆進性
が指摘されるが、個別間接税についても逆進
性があるかどうかについて計測した。分析結
果によれば、個別間接税にも逆進性が存在す
る（下記の図）。そのため、消費税の引き上
げ時には、個別間接税との調整が必要になる。 

 
(3)公的年金の運営方法の違いが家計の経済
厚生に与える影響を分析した。確定給付と確
定拠出の公的年金の制度設計により、移行過
程を含めた家計の経済厚生に違いがあるこ
とを指摘した。子ども期、現役期、高齢期の
３期間重複世代モデル、子どもに対する愛情
の異質性を導入したモデルを用いた。シミュ
レーションによって、移行過程での経済厚生
の変化を分析した（下記の図）。 

 
(4)児童手当と公的年金の財源選択がもたら
す家計への経済厚生への影響について分析
した。公的年金制度は、子どもを減らす経済
効果をもっている。その歪みを是正するため
に、児童手当の拡充が必要となるが、その財
源選択によって、家計への経済厚生への影響
が異なることを指摘した。出生率を内生化し
た子ども期、現役期、高齢期の３期間重複世
代モデルを用いて分析を行った（下記の図）。 
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(5)所得税の所得控除を租税支出としてとら
え、税収の減収額を試算した（下記の上図）。
日本では、実際に租税支出を計測した実績が
皆無だったが、所得税についての租税支出を
試算することで、どれだけ税による補助金が
存在するかを意識できる。また、所得階級別
にも租税支出を計測し、高所得層ほど租税支
出（すなわち税による減免）が大きいことを
指摘した（下記の下図）。本研究は、所得税
の租税支出に分析を限定したが、今後は他の
税による租税支出の測定にまで分析の枠組
みを広げてゆくことが必要である。 

 

 

(6)アメリカの租税支出レポートの現状を報
告し、日本財政への適用について検討した。
アメリカにおいては、国と地方政府で租税支
出レポートを作成するのが当然になってい
るが、日本ではそのような状況にない。財政
の透明性の向上のために、租税支出レポート
の作成が重要であると指摘した。ただし、租
税支出レポートが作成されない背景には、日
本特有の問題がある。アメリカでは、個々人
や個々の企業の税務データを政策分析に応
用することができるが、日本では難しい。ま
た、アメリカの地方政府の租税支出レポート
には、州政府によって内容が異なることも報
告した。 
 
(7)日本の個別企業のデータにもとづいて法
人所得税の限界実効税率を時系列的に推計
して法人所得税制を評価した。伝統的な資本
コストのモデルを用い、個別企業の資本コス

トと投資率を、現実の財務諸表データを用い
て計測した。資本コストと投資率の関係から
法人所得税による限界税率を計測した。日本
の法人所得税の限界税率の分布は、過去から
現在へ時間が経過するにつれて、小さくなっ
てきている（下記の図）。これは、日本経済
の成長が低くなっていることと、税制改革に
よって設備投資への歪みが小さくなってい
ることを指摘した。 

 
(8)移民受け入れが公的年金財政と家計の経
済厚生に与える影響について分析した。公的
年金財政を支えるために、移民政策が考えら
れるが、どのような移民を受け入れるかによ
って、家計の経済厚生に影響を与える。その
際、開放経済（下記の上図）と閉鎖経済（下
記の下図）では、移民受入の経済効果が異な
ることを指摘した。 

 

(9)公的年金給付が地域の消費に与える影響
について実証的に分析した。公的年金制度は、
世代間の所得移転だと捉えられることが多
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いが、地域に着目すれば、地域間所得再分配
の側面ももっている。地域は急速に高齢化し
ており、高齢者への年金給付が、地域経済に
与える影響は大きいと考えられる。分析結果
によれば、年金給付がもたらす地域消費への
影響は、他の所得よりも大きい（下記の図）。
今後、高齢化が進展する地域において、その

影響力は拡大すると考えらえられる。 
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